
Q. 先週の主なイベントは？
• 2月21日 ユーロ圏:2月Markit製造業PMI、実績58.5、前月59.6
• 2月23日 日本:1月消費者物価指数（CPI、生鮮食品を除く、前年比）、

実績+0.9%、前月+0.9%
Q. 先週の世界の金融市場の動向は？
米国やドイツ、日本の長期金利は小幅に低下した。世界の株式市場は上昇
し、中でも、資源価格の上昇が追い風となった新興国株式が相対的に堅調
だった。今月16日に、1ドル=105円台まで円高が進んだドル円相場は、先週
はやや落ち着きを取り戻し、106～107円台のレンジで推移した。

Q. 今週の主なイベントは？
• 2月27日 米国:2月コンファレンスボード消費者信頼感指数、

市場予想126.4、前月125.4
• 2月27日 米国:パウエル米連邦準備理事会（FRB）議長が下院で

議会証言（3月1日には上院で議会証言）
• 3月1日 中国:2月財新製造業PMI、市場予想51.3、前月51.5
• 3月1日 米国:1月コアPCEデフレーター（FRBが重視する物価指数）

（前年比）、市場予想+1.5%、前月+1.5%
• 3月1日 米国:2月ISM製造業景況感指数、市場予想58.7、前月59.1
• 3月4日 イタリア総選挙、下記で詳述
• 3月4日 ドイツ社会民主党（SPD）の党員投票の結果が判明、下記で詳述

Q. 世界の株式市場は、落ち着きを取り戻せるか？

• 【今週の注目点】 今月上旬に発生した世界同時株安が落ち着きを取り戻
すかどうかを確認する上で、来週にかけて、重要な材料が多く控えている。
筆者は、①インフレ率の急加速への懸念が一旦収まり、②（今月の株式市
場の下落後も）景況感がまだ崩れていないことが確認され、③政治イベン
トで想定外の波乱がなければ、株式市場は安定化に向かうと見ている。

• 【①米国のインフレ懸念が一旦収まるか】 2月27日のパウエルFRB議長
の議会証言と、3月1日の米国の物価指標に注目している。前者について
は、足元のインフレ懸念の高まりを踏まえ、パウエル議長が以前よりも利
上げに積極的な姿勢を示し、後者のコアPCEデフレーターは、上記の市
場予想通り、前年比で見た伸びが前月から横ばいに止まれば、（株価急
落のきっかけとなった）長期金利の上昇が一服する可能性があると見る。

• 【②米国の景況感がまだ強いか】 2月27日の消費者信頼感指数と、3月1
日のISM製造業景況感指数に注目している。市場予想によれば、前者は
前月から上昇し、後者は前月から小幅に低下する見込みである。予想に
反し、株価の急落が消費者や企業のマインドを大幅に悪化させているよう
であれば、長期金利も株価も下がる可能性があると考える。

• 【③欧州政治に波乱がないか】 上記の「今週の主なイベント」で記載の通
り、3月4日にドイツとイタリアの重要な政治イベントが控えている。仮に、ド
イツで2大政党の連立合意が白紙になったり、イタリアの総選挙で急進派
政党（五つ星運動や中道右派連合の北部同盟）が想定以上に躍進するよ
うであれば、投資家心理が悪化し、株式市場の安定化が遠のくだろう。
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国 前週末 1週間 1ヵ月間 年初来

日経平均株価 21,892 0.8% -8.6% -3.8%
東証株価指数（TOPIX） 1,760 1.3 -7.4 -3.1
東証REIT指数 1,708 2.7 -3.4 2.8
米ダウ平均株価 25,309 0.4 -3.6 2.4
米S&P500指数 2,747 0.6 -3.2 2.8
米MSCI REIT指数 1,041 -0.6 -6.8 -10.0
MSCI ワールド（先進国） 2,140 0.1 -4.1 1.8
MSCI AC欧州 489 -1.0 -5.5 0.5
MSCI エマージング 1,216 1.4 -3.4 5.0
MSCI ACアジア（日本を除く） 736 1.5 -4.2 3.3
外国為替市場（対円）

通貨 前週末 1週間 1ヵ月間 年初来

米ドル 106.89 0.6% -2.1% -5.1%
ユーロ 131.41 -0.4 -3.0 -2.9
豪ドル 83.83 -0.2 -4.8 -4.8
ニュージーランド・ドル 78.05 -0.5 -2.6 -2.4
ブラジル・レアル 33.00 0.3 -4.9 -3.0
メキシコ・ペソ 5.76 0.4 -2.4 0.6
トルコ・リラ 28.21 -0.5 -3.4 -4.9
南アフリカ・ランド 9.25 0.7 0.4 2.4
中国人民元 16.84 0.6 -2.0 -2.6
インドネシア・ルピア (x100) 0.78 -0.4 -4.7 -5.8
国債市場（利回り、%）

国 前週末 1週間 1ヵ月間 年初来

米国10年 2.87 -0.01 0.22 0.46
ドイツ10年 0.65 -0.05 0.07 0.23
日本10年 0.05 -0.01 -0.03 0.01
ブラジル2年 7.32 -0.08 -0.34 -0.47
メキシコ2年 7.54 -0.03 0.18 -0.05
トルコ2年 12.97 -0.04 -0.39 -0.43
インドネシア2年 5.41 0.06 -0.02 -0.13
その他

商品 前週末 1週間 1ヵ月間 年初来

金先物（ﾆｭｰﾖｰｸ、期近物） 1,330 -1.9% -2.3% 1.6%
原油先物（ﾆｭｰﾖｰｸ、期近物） 63 3.0% -3.1% 5.2%
VIXボラティリティ指数 16.0 -15.3% 43.8% 49.4%
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日経平均株価の推移
（円、2017年3月1日~2018年2月23日）

ドル・円相場の推移
（1ドル=円、2017年3月1日~2018年2月23日）

米国2年国債・10年国債利回りの推移
（2017年3月1日~2018年2月23日）
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